
都留市公告第 3号 

 

公募型プロポーザル方式による手続開始の公告 

 

次のとおり参加意向申出書等の提出を募集します。 

令和 7年 1月 28日 

 

都留市長  堀 内 富 久  

 

 

  

1. 業務の概要 

（1）業務名称 都留市例規集データベースシステム構築及び運用保守業務委託 

（2）業務内容 都留市例規集データベースシステム構築及び運用保守業務委託

仕様書による。 

（3）契約履行期間  

・都留市例規集データベースシステム構築業務 

契約締結日の翌日 から 令和 7年 9 月 30日(火)まで 

・都留市例規集データベースシステム運用保守業務 

契約締結日の翌日 から 令和 8年 3 月 31日(火)まで 

 

 

2. 公募のスケジュール 
 

No. 事項 日程・期日 

1 
募集要領等の公表 

（公告及びHPに掲載） 
令和 7年 1月 28日(火) 

2 質問書の受付期限 令和 7年 1月 31日(金) 午後 5時まで 

3 質問への回答 令和 7年 2月 6日(木) 

4 参加意向申出書等の提出期限 令和 7年 2月 7日(金) 午後 5時まで 

5 企画提案書等の提出期限 令和 7年 2月 17日(月) 午後 3時まで 

6 
法令審査事務経験職員を対象とした 

デモンストレーション審査 
令和 7年 2月 20日(木) 

7 プレゼンテーション審査 令和 7年 2月 27日(木) 

8 選定結果の通知 令和 7年 3月 5日(水) 

 

 

 



3.参加資格要件 

 本件に応募する事業者(以下「応募事業者」という。)は、次に掲げる全ての

要件を満たすものとする。 

（1）都留市において対象事業の入札参加資格を有している者又は下記の書類を 

   提出し、本業務のプロポーザルに参加を認められた者であること。 

    ア 登記事項証明書(写しも可) 

    イ 納税証明書(国税、都道府県税、市町村税に未納がないことを証明) 

     ※令和 6年度・令和 7年度の入札参加資格審査を申請し、当該資格 

      を得ること。 

（2）地方自治法施行令(昭和 22年政令 16号)第 167条の 4の規定に該当しない 

   ものであること。 

（3）会社更生法(平成 14年度法律第 154号)に基づき、更正手続き開始の申し 

   立てがなされていないこと。 

（4）民事再生法(平成 11年法律第 225号)に基づき、再生手続き開始の申し立 

   てがなされていないこと。 

（5）国税及び地方税について、納期限の到来したすべての税が完納されている 

   こと。 

（6）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3年法律第 77号) 

   第 2条第 2項に規定する暴力団及びその利益となっている活動を行ってい 

   る者等、山梨県暴力団排除条例(平成 22年条例第 35号)第 4条又は都留市 

   暴力団排除条例(平成 24年条例第 12号)第 8条に規定される排除対象者で 

   ないこと。 

（7）都留市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱(平成 9年都留市訓 

   令第 1号)による指名停止を受けていないこと。 

（8）過去 5年以内に本市と同等規模の地方公共団体において、元受けとして例 

   規集データベースの構築及び保守管理業務を受注した実績があること。 

 

4.参加意向申出書等の提出先及び問い合わせ先 

都留市 総務部 総務課 法制広報担当 

〒402-8501 山梨県都留市上谷一丁目 1番 1 号 

      都留市役所 地下 1階 

電話 ：0554-43-1111㈹ 内線 401 

FAX  ：0554-43-5049 

メール：housei@city.tsuru.lg.jp 

mailto:housei@city.tsuru.lg.jp

